
第3号 様式 (第15条関係)

事 者 排 出 量 削 減 報 書

代表者 名っ 記名押 印又は 署

業

株 式 会 社 プリンスホテル グラン ドプ リンスホテル京
支配人  松 本 英 夫

0 7 5  -  7

人にあつては、こたる

京都府京都市左京区岩倉幡枝町 1092-2

一八 1 に よ り提 出 します 。

特定事業者の

主たる業種

ホテ ル 業

該当する事業
者要件

伊 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算 して1,500キロソッ トル以 上))

_ 京 都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以上/タ クシー150台
1 以

上/鉄 道車両150両以上)
. 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第4号該当事業者 (その他の温電効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭素に換算 して3,000ト

ン以上))

計 画 期 積 平成 1 8 年 4 月 ～  平 成 2 0年 3 月

基 本 方 針 エネルギー消費効率の改善 を廃粟物排出量の削減 を図 り全社員統
一の意思を持 ち 50/0以上の C02削 減 を行 う

陸 進 体 抑 支配人を統括とする 「安全衛生委員会」にて実施計画の策定、推進体制を整える

具

網

置中の弾
年

体

及

年度 設備 、対象、工程等 措 置 内 容

全館 安全衛生委員会または各部門の委員によリエネルギー削減を啓発.社 員の省エ ネ意識を高め電力、ガスの使用量削減を図る (2%目 標)

19年 度 熱源機器 及収式冷凍機の経年によう効率低下のため更新を行 う (冷涼能つ1,407XW Y 2合,周 辺機器 (冷却塔 ポ ンプ類)の 更新と一部イン′ヽウ による制演を図る

18年 度 ロビースペース ロビー空調機 (15tw運 転 時間7000時 間)の 2台 にイ ンパー タを設置導 入こ 40%の 電 力削減 を図 る.

18年 度 エ レベーター お舛様用のエ レrt_夕 _(に 1～ 3け 機 )の 巻 き 〕げ機のモー ター (22twXl台 )を イン′`ター制御 方式に変更実施. 30%～ 35%の 竜 力門J減を図 る。

18年 度 宴会場 ・レス トラン 資策時に照明器具 (営光灯)高 効率なHfイ ンバーター器具に取皆実施済み  (全 館約 900灯 【換実施)

ス
笙
寸

ガ

畳勢附
温

の 排出区分

昼 辱 午 反 (夫槙 '

( 1 7 )年 度

(二酸化炭素換算 (1 ) )

日保 午 反 (H T田 )

( 1 9 )年 度

(■酸化炭素決算 (t ) )

同J 肌 挙

( 計画)
(%)

報 古 午 反 (夫 槙 ,

(19)年 度
(二酸化炭素換算 ( 1 ) )

同」l W 4 挙

(実績)
(%)

A事 業所等排出区分 4,872 1 -37 % 4576 8  t 61 %

B輸 送車両排出区分 % %

cそ の他排出区分 % %

排出合計 4872 1 4,690 t -37% 4576 8 -6 1 %

その他の地球

温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減量

隼

対策 等 の 区 分
目標年度 (計画) 報告年度 (実績)

取組 よ筆 (二酸化炭素換 算 ( ) 取組 ■年 (二酸化炭素換 雰 (t) )

森林の保全及び整備 (整備 面積 {吸収 工) (整備 面積 (吸収 量)

府内産の木材の利用 (打〕用量) (自け激量) (神1用工) (高り滅量)

自然エネルギーを利用した
電力又は熱の供給

く売電量) く印1減量) (売電二) ( t H  l滋畳)

(熱供給 曇 (削減 よ) (熱供給 量 いり減量)

タ リー ン電 力 の 購 入 (購入よ ) (削減量) (購入量) (削減畳 )

肖け減量等合計 00 t

差引排出量

(排出 合計  高り減等 合計 )

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減学 (計画, 報告年度 (実績) ⅢⅢ滋卒 (央納)

め―Ⅲ3)   4690 0  1 37 % ・わ(,S)                       4576 8  1 -6 1  %

特 記 事 導

連 絡 先 担  当   部  署

担 当 者 氏 名

住 所

電 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

注 1該 当するしJには、レ印を記入してください。特定事業者以外の事業者の方はレ印の記入は不要です。

2 基 準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目標年度Jと は計画期間の最終年度を、 「IR告年度 jと は計画期間の うち 今 回報告の対象 となる年度をいいます。

3 f事 業所写排出区分Jと は京都府内の事業所等の事業活動のためのエネ′Lギーの使用に伴い発生する温室効果ガスを  「輸送車両排出区分Jと は自動車運送事業者については使用の本拠の位

置を京都府内とする車両の排出する温堂効果ガスを 鉄 道事業者については保有する皆物車両又は旅行=両 の排出する温室効果イスを  「 その他排出区分Jと は 上記,1外の京都府内における
事業所等の事業活動に伴い発iす るlR室効果イスをいいます。

4 「 その他の地球温暖化対策によるlA室幼果イスの制滋畳等Jの 実績については、計画期間中の実績の累計を記入してください。
(例)グ リーン電力の購 入による温室効果サスの削減実績が 18年 度 5ト ンで19年度loトンの場合、 19年 度の報告書の実績については 18年 度 と19年 度の実績を累計 し15トンと記入

5「 特記事項 1に は、平成 2年 度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルギー原単位C02排ul量 省 エネ製品開発など値者の温室効果″ス排出削減 のヽ貢献 グ リーと調達の採
用 特 定フロンなどの条例指定外の温室物兵イスの削減などを記入してください。


